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平成 30 事業年度退職者医療特別会計
事業費勘定財産目録

（平成 31年 3月 31日現在）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

区　　　　分
内　　　　　　　　訳

金　　　額
摘　　　　要 金　　　額

千円 千円

流 動 資 産 53,684,303 

現 金 及 び 預 金 50,120,371 

普 通 預 金 428,122 

定 期 預 金 49,692,249 

未収療養給付費等拠出金 3,530,001 

協 会 け ん ぽ 1,714,153 

健 保 組 合 1,645,131 

船 員 保 険 5,613 

共 済 組 合 136,874 

国 保 組 合 28,230 

未 収 事 務 費 拠 出 金 33,834 

協 会 け ん ぽ 16,342 

健 保 組 合 15,460 

船 員 保 険 62 

共 済 組 合 1,721 

国 保 組 合 249 

未 収 収 益 97 

資 産 合 計 53,684,303 
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負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

区　　　　分
内　　　　　　　　訳

金　　　額
摘　　　　要 金　　　額

千円 千円

流 動 負 債 2,986,396

未払療養給付費等交付金 2,986,396

国民健康保険の保険者
で あ る 都 道 府 県

2,986,396

負 債 合 計 2,986,396 

差 引 正 味 財 産 50,697,907
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平成 30 事業年度退職者医療特別会計
事業費勘定貸借対照表

（平成 31年 3月 31日現在）

資 産 の 部 負 債 ・ 資 本 の 部

区 分
注記
番号

金 額 区 分
注記
番号

金 額

（ 資 産 の 部 ）
千円

（ 負 債 の 部 ）
千円

流 動 資 産 流 動 負 債

１　 現金及び預金 50,120,371  未払療養給付費等 
交 付 金 2,986,396

２
　 未収療養給付費等

拠 出 金 3,530,001 流 動 負 債 合 計 2,986,396

３　 未収事務費拠出金 33,834 負 債 合 計 2,986,396

４　 未 収 収 益 97

流 動 資 産 合 計 53,684,303

（ 資 本 の 部 ）

利 益 剰 余 金

 １　別 途 積 立 金 33,378,983

 ２　当期未処分利益 17,318,923

利 益 剰 余 金 合 計 50,697,907

資 本 合 計 50,697,907

資 産 合 計 53,684,303 負債・資本合計 53,684,303
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平成 30 事業年度退職者医療特別会計
事業費勘定損益計算書

自　平成 30年 4月 01日
至　平成 31年 3月 31日

区　　　　　分
注記
番号

金　　　　　額

千円 千円

〔経常損益の部〕

（ 業 務 損 益 の 部 ）

Ⅰ　 業 務 収 益

１　 療養給付費等拠出金収入 47,338,266

２　 事 務 費 拠 出 金 収 入 473,286

３　 交 付 金 精 算 返 還 金 8,003,691 55,815,245

Ⅱ　 業 務 費 用

１　 療養給付費等交付金 68,623,328

２　 事 務 費 勘 定 へ 繰 入 473,286

３　 拠 出 金 精 算 返 還 金 424,672 69,521,287

　　 業 務 損 失 13,706,042

（ 業 務 外 損 益 の 部 ）

Ⅰ　 業 務 外 収 益

　　 受 取 利 息 1,065 1,065

　　 経 常 損 失 13,704,976

当 期 純 損 失 13,704,976

別 途 積 立 金 取 崩 額 ※１ 31,023,900

 

当 期 未 処 分 利 益 17,318,923
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平成 30 事業年度退職者医療特別会計
事業費勘定キャッシュ・フロー計算書

自　平成 30年 4月 1日
至　平成 31年 3月 31日

区　　　　　　　分
注記
番号

金　  　　　　額

千円
Ⅰ　 業務活動によるキャッシュ・フロー

療養給付費等拠出金収入 61,652,970
事務費拠出金収入 476,179
交付金精算返還金収入 8,003,691
療養給付費等交付金支出 △ 77,408,703
事務費勘定へ繰入支出 △ 473,286
拠出金精算返還金支出 △ 424,672

小 計 △ 8,173,820

利息の受取額 968

業務活動によるキャッシュ・フロー △ 8,172,852

Ⅱ　 投資活動によるキャッシュ･フロー

定期預金の預入による支出 △ 56,727,007
定期預金の払戻による収入  56,727,007

投資活動によるキャッシュ･フロー ─

Ⅲ　 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー ─

Ⅳ　 現金及び現金同等物に係る換算差額 ─

Ⅴ　 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 △ 8,172,852

Ⅵ　 現金及び現金同等物の期首残高 58,293,223

Ⅶ　 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 50,120,371
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区　　　　　　　　分 金　　　　　　　　　額

円

Ⅰ　 当 期 未 処 分 利 益 17,318,923,944

Ⅱ　 利 益 処 分 額

任 意 積 立 金

別 途 積 立 金 17,318,923,944 17,318,923,944

Ⅲ　 次 期 繰 越 利 益 0

平成 30 事業年度退職者医療特別会計
事業費勘定利益処分計算書

（令和元年 6月 24日）
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　重要な会計方針

期　　別

項　　目

当会計期間

　キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満

期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短

期的な投資からなっております。

自　平成 30年 4月 1日
至　平成 31年 3月 31日
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　注記事項
　（損益計算書関係）

当会計期間

自　平成 30年 4月 01日
至　平成 31年 3月 31日

※１ 　別途積立金取崩額とは国民健康保険法附則第 19条において準用する高齢者の医療

の確保に関する法律第 146条第 3項の規定により予算をもって定める金額を取崩し

た額である。

　（キャッシュ・フロー計算書関係）

当会計期間末

（平成 31年 3月 31日現在）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係

千円

現金及び預金 50,120,371 

預金期間が３ヶ月を超える定期預金 ─

現金及び現金同等物 50,120,371 


